
研究動向・成果

人流ビッグデータを用いた

人々の暑熱への適応に関する実態
研究期間：令和３年度～令和５年度

都市研究部 都市計画研究室 熊倉 永子 勝又 済

（キーワード） ヒートアイランド、人流ビッグデータ、暑さ指数

１．はじめに

都市のヒートアイランド対策は、「ヒートアイラ

ンド対策大綱」（ 年改定）や、「気候変動適応

計画」（ 年）等に基づき、関係府省が連携し推

進している。近年は、 等の新技術を活用した計測

機器の普及や、ビッグデータや 等を活用したデー

タ駆動型のまちづくりが推進されている。

そこで国総研では、人流ビッグデータを活用し、

都市生活者の暑熱への暴露状況を把握し、ソフト対

策（暑熱を回避した生活）や、対策効果がより高く

発揮できる適切な場所・時間帯への優先的なハード

対策の導入検討に資する研究に取り組んでいる。

２．使用した人流ビッグデータ

本研究ではポイント型の人流データを使用した 。

これは、特定のアプリから収集される の位置情報

等であり、人の移動履歴を道路単位で追うことがで

きる。取得されるデータは で測位しやすい場所に

限られること、ユーザーに偏りがあること、居住地

周辺等は秘匿化処理がされること等、補正の工夫が

必須であるが、本研究で対象とする暑熱に暴露され

る屋外活動者の相対的な比較を行うには適したデー

タと考える。

３．歩行者の割合と暑さ指数（ ）の関係

モバイル空間統計 を元にポイント型人流データ

を拡大推計した上で、ユーザー毎の移動速度や鉄道

や道路からの距離、 の精度等を加味し、移動手段

別の人口を算出した 図 。 年 月 時において、

都内主要駅周辺 圏内における人々の移動手段別

の割合と、 配信データ との関係をみた 図 。

休日は が高くなるほど「滞在」が増え「徒歩」

が減少した。一方、平日は に対して「滞在」も

「徒歩」も休日に比べ傾きが小さい。平日の移動に

は就業が影響し、 が高くても「徒歩」移動せざ

るを得ない実態が推察された。

図 移動手段別の推計人口（ 時台の例）

図 移動手段別の人口割合と の関係

４．おわりに

人流ビッグデータを用いて人々の暑熱への暴露実

態を把握した。今後は暑熱リスク評価を検討する。

☞引用等

株式会社 ポイント型流動人口データ

株式会社 ドコモの登録商標

環境省「暑さ指数（ ）予測値等電子情報提供

サービス」

本研究は、環境省・ 独 環境再生保全機構の環境

研究総合推進費（ ）により実施した。
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都市交通ビッグデータ等を活用し

た交通流動把握･推計手法の開発
研究期間：令和元年度～令和５年度

都市研究部 都市施設研究室

新階 寛恭 堺 友里 益子 慎太郎

（キーワード） 都市の持続可能性、パーソントリップ調査、交通関連ビッグデータ、行動モデル

１．研究の背景・目的とこれまでの研究の経緯

都市における人々の活動は、昨今のデジタル化の

進展等に伴い大きく変化し、多様化している。一方、

これまでのパーソントリップ（ ）調査等の従来型

アンケート調査は、コスト制約により調査頻度に限

界があるなど課題も抱えている。前述の社会状況の

変化も踏まえ、都市交通調査手法は、より高度でき

め細かな手法への改善が求められている（図 ）。

そのような中、近年は様々な交通系ビッグデータ

が実装・改良されつつあり、都市における人の流動

把握・推計にも活用できるようになってきている。

そのため国総研では、このようなビッグデータと

調査等の既存統計との統合による都市全体の人の

流動把握手法の開発を行っている。例えば携帯電話

基地局データや パケットセンサー等、大小様々

なスケールに対応した要素技術を組み合わせること

により、郊外部から街なかへの人々の一日の行動を

連続的に把握することも可能になりつつある（図 ）。

さらに、人の交通行動に着目し、これをモデル化

してパラメータ（変数）を組み込むことにより、都

市における人の流動の詳細な把握だけでなく、施策

案に応じた将来推計も可能にする新たな都市交通調

査手法の開発に取り組んでいる。

２．人の流動の新たな推計手法の役割と仕組み

地方公共団体等によるまちづくり施策の企画・立

案においては、施策案に対する賑わい創出等の効果

を事前検証できることが望ましく、ユーザー側で簡

便に操作可能な将来推計手法が求められる。

そのため現在、「行動モデル」にもとづく将来推

計手法（シミュレータ）を国で開発・提供する一方、
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都市ごとに異なるインプットデータはユーザーであ

る地方公共団体側で用意することとし、全国での活

用の容易さと地域特性の反映とを両立するツールと

なることを目指して開発を行っている（図 ）。

推計手法の仕組みは、インプットデータから個人

データを生成する段階、行動モデルによりトリップ

を推計する段階の 段階で構成され、国が実施してい

る小規模調査（全国 調査データ）をもとにモデル

のパラメータを作成している。また行動モデルは、

人の一日の行動の各要素（ツアー、立寄り等）を小

モデルとして構築される（図 ）。

３．推計手法による概略推計および検証の結果

令和 年度に、再現性検証のため山形都市圏を対象

に大まかな推計も行い、実測データ（平成 年山形

都市圏 調査結果）との比較を行った。元データの

時点は異なるものの、個人データ生成については概

ね再現性を示す結果となった（図 ）。

次に、トリップの数および分布を比較したところ、

概ね再現性が確認された（図 ）が、全国 のサン

プルは限られた調査区から抽出されるためか、特定

施設や特定箇所（駅等）での再現性に課題が見られ、

引き続き手法の精度向上が必要な結果となった。

４．今後の取組み

今回、推計手法の意義や大まかな妥当性は確認で

きたが、今後は、①精度向上により人々の生活像を

把握・推計でき、②施策の違いによる効果等の差が

表現され、政策評価が可能となり、③従来調査では

対応しにくかった、都市圏外からの来訪者の行動も

考慮できる、都市全体の行動把握・推計が可能なツ

ールとなることを目指して研究に取り組んでいく。

☞詳細情報はこちら

図 推計手法における行動モデルの仕組み

図 個人データ生成結果の再現性の検証

図 トリップデータ推計結果の再現性の検証（例：買物目的）

上段：実績

山形

下段：推計

全国

ベース

個人データ生成結果と実績との比較

（属性（年代）別の就業形態）

中ゾーン着トリップ数（推計／実績） 小ゾーン着トリップ分布（左：実績（ 山形 ）、右：推計）

・個人の１日の活動・移動を表現するシミュレータ
・属性毎の行動が得られている データを用いてモデルを作成
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・東京都市圏では、一日の全体のスケジュールをふまえながら、各行動を決める
個人を想定し、ツアー型のモデル構造を採用
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1)�http://www.nilim.go.jp/lab/jcg/iinnkai.html
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